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4 調査結果の概要

※６０市町村の市役所・町村役場庁舎のうち主な庁舎１１６施設から回答を得た。

※市町村立の医療機関３２ケ所から回答を得た。

今回の調査より対象としたが、分煙、施設内全面禁煙、敷地内全面禁煙を実施している割合は１０
０％であった。回答のあった３２施設のうち、分煙が７施設、施設内全面禁煙が１９施設、敷地内全面
禁煙が６施設であった。
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71.7% 67.2%

調査の目的

分煙等の対策を推進するための現状を把握する。

空間分煙の定義

公共施設等における分煙化実態調査（平成１９年５月）の概要

喫煙場所を設定し、それ以外の空間においては、たばこの煙に「全く」さらされない配慮が
された分煙方法であり、単に空間を区切っただけで、煙が非喫煙場所にも流れている場合
は「空間分煙」には該当しない。（平成１５年１１月の調査よりこの定義を使用。）

調査対象

市町村及び県関係機関並びに学校教育法に定める学校

調査時点・方法

平成１９年５月１日現在の状況についてアンケート調査を実施した。

前回調査との変更点

「健康ふくしま２１計画」の中間見直しにより、空間分煙実施率（学校）が敷地内全面禁煙
実施率（学校教育法に定める学校）と変更となったため、これまで市町村立小中学校、県
立学校を対象としてきたが、県内の全ての（私立を含む）小中学校、高等学校、中等教育
学校、大学（短大、大学院含む）、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校、幼稚園等の
学校教育法第一条で定める学校を対象とした。

市町村立の保育施設、医療機関及び文化施設を追加で対象とした。

（１） 市役所・町村役場庁舎

（２） 市町村立医療機関（新規対象）

62.3% 62.5% 61.4% 54.4%

－ －
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68.1% － － －

市役所、町村役場のうち本庁舎が、分煙、庁舎内全面禁煙、敷地内全面禁煙を実施している市町
村は７１．７％（４３／６０）となった。（前回は６７．２％、４１／６１）
また、庁舎内全面禁煙を実施している本庁舎は、６０市町村のうち１８市町村となった。（前回は６１

市町村のうち１７市町村）
なお、本庁舎にその他の庁舎等を加えた場合の１１６施設のうち、分煙、庁舎内全面禁煙、敷地内

全面禁煙を実施している施設は７９施設（６８．１％）となる。

本庁舎

主な施設



市町村で管理している体育施設のうち回答のあった３４０施設について、分煙、庁舎内全面禁煙、
敷地内全面禁煙を実施している施設は２８３施設で（８３．２％）と前回より４．８％増加した。
うち、分煙は４３施設、施設内全面禁煙は２１８施設、敷地内全面禁煙は２２施設だった。

今回の調査より対象としたが、分煙、施設内全面禁煙、敷地内全面禁煙を実施している施設は１５
０施設（７６．５％）であった。回答のあった１９６施設のうち、分煙は６施設、施設内全面禁煙が１３４
施設、敷地内全面禁煙が１０施設であった。

県の施設のうち、主な庁舎、体育施設、文化施設の分煙の実施状況は、一部の合同庁舎を除きす
べて分煙が実施されていた。
対策が不十分な施設については、喫煙場所を廃止、統合等の対策が実施されていた。
まだ対策が不十分な施設については今後対策を検討している。

※市町村で管理している体育施設３４０施設から回答を得た。

※市町村で管理している１９６施設から回答を得た。

合同庁舎 体育施設 文化施設

100.0% 100.0%

※福祉施設を除く市町村保健センター７６ケ所から回答を得た。

※私立を除く市町村立及び社会福祉協議会立保育施設２２９ケ所から回答を得た。

市町村保健センターは施設内全面禁煙が９７．４％（７４／７６）となった。（前回は、９５．２％、８０／
８４。施設の廃止及び保健センター基準の見直しにより数が減少）

今回の調査より対象としたが、分煙、施設内全面禁煙、敷地内全面禁煙を実施している割合は１０
０％であった。回答のあった２２９施設のうち、施設内全面禁煙が６２施設、敷地内全面禁煙が１６７
施設であった。

100.0% 86.7%

本庁舎

※県の主な施設のうち、本庁舎３施設、合同庁舎１５施設、体育施設２施設、文化施設１０施設を対象とした。

平成１９年５月

50.8%54.7%

平成１７年５月 平成１６年１１月平成１８年１１月 平成１８年５月 平成１７年１１月

83.2% 78.4% 70.0% 57.7%

平成１７年５月 平成１６年１１月

97.4% 95.2% 91.9% 84.7% 84.7% 80.7%

平成１９年５月 平成１８年１１月 平成１８年５月 平成１７年１１月

（３） 市町村保健センター（福祉施設は含まない）

（４） 公立保育施設（新規対象）

（５） 体育施設

平成１９年５月

100.0%

（６） 文化施設（新規対象）

（７） 県施設

76.5%

平成１９年５月



※県立高等学校（分校除く）９０校、私立高等学校１７校から回答を得た。

今回の調査より私立中学校も対象に加えたが、回答のあった２３９校のうち、分煙、施設内全面禁
煙、敷地内全面禁煙を実施している割合は１００％であった。
うち、分煙は10校、校舎内全面禁煙は４３校、敷地内全面禁煙は１８６校であった。

今回の調査より私立高等学校も対象に加えたが、回答のあった１０７校のうち、分煙、施設内全面
禁煙、敷地内全面禁煙を実施している施設は割合は１００％であった。
うち、分煙は４校、校舎内全面禁煙は８校、敷地内全面禁煙は９５校で、県立高等学校は全て敷地

内全面禁煙となっている。

高等学校（一部新規対象）

100.0%

今回の調査より私立小学校も対象に加えたが、回答のあった５２８校のうち、分煙、施設内全面禁
煙、敷地内全面禁煙を実施している割合は１００％であった。
うち、分煙は１４校、校舎内全面禁煙は８１校、敷地内全面禁煙は４３３校であった。

99.4%

公立

-

私立 100.0% - -

100.0% 100.0% 100.0%

公立

※公立小学校（分校除く）５２４校、私立小学校４校から回答を得た。

※公立中学校（分校除く）２３４校、私立小学校５校から回答を得た。

100.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

全

私立 100.0% - - - -

平成１７年５月

100.0% 100.0% 100.0%

平成１８年１１月 平成１８年５月 平成１７年１１月

100.0%

平成１７年５月

- -

100.0%

100.0%

平成１８年５月 平成１７年１１月

100.0% 100.0%

97.9%

98.3%

-

100.0% 100.0%

中学校（一部新規対象）

全

97.9%

私立 -

平成１９年５月

100.0%

100.0%

全

公立

幼稚園（新規対象）
今回の調査より対象としたが、回答のあった３４２施設のうち、分煙、校舎内全面禁煙、敷地内全面

禁煙を実施している施設は３４０施設（９９．４％）だった。
うち、分煙は８施設、施設内全面禁煙は２６施設、敷地内全面禁煙は３０６施設であった。

100.0%

小学校（一部新規対象）

全

平成１９年５月

100.0%

98.3%

平成１９年５月 平成１８年１１月

平成１７年１１月平成１７年５月

（８） 学校教育法第一条に定める学校

①

②

99.2%公立

国私立

※市町村立幼稚園２３９園、その他の幼稚園全１４８園中１０３園から回答を得た。

③

平成１９年５月 平成１８年１１月 平成１８年５月

100.0%

100.0% 100.0%

100.0% -

④



※短期大学を含む１０校から回答を得た。

今回の調査より対象となったが、回答を得た１６校のうち、分煙、校舎内全面禁煙、敷地内全面禁
煙を実施している施設は１００％だった。
なお、校舎内全面禁煙は１校、敷地内全面禁煙は１５校だった。

今回の調査より対象となったが、回答を得た１０校のうち、分煙、校舎内全面禁煙、敷地内全面禁
煙を実施している施設は９校（９０％）だった。
なお、分煙は６校、校舎内全面禁煙は２校、敷地内全面禁煙は１校だった。

大学（短期大学を含む）（新規対象）

盲学校・聾学校・養護学校等（一部新規対象）

平成１９年５月

平成１９年５月

※県立学校（分校除く）１３校、市立学校３校から回答を得た。

90.0%

（９） 学校教育法第一条に定める学校の敷地内全面禁煙実施率
今回の調査より、敷地内全面禁煙を実施している施設は８３．４％、１，０３６施設だった。

今回の調査では、前回より調査対象を広げ、私立学校を含めた学校教育法第一条に規定する
学校を調査対象としたが、幼稚園、大学を除く学校では、全ての施設で分煙、施設内全面禁煙、
敷地内全面禁煙の対策が実施されていた。
また、市町村立医療機関・保育施設においては１００％の分煙、施設内全面禁煙、敷地内全面

禁煙が実施されている。
県庁舎・市役所・町村役場はさらに対策が必要である。
体育施設は分煙、施設内全面禁煙、敷地内全面禁煙の実施率が８割を超えたが、施設の性質

上、文化施設とともに、さらなる対策が必要である。
平成１８年度に中間見直しを実施した「健康ふくしま２１計画」では、「空間分煙実施率（時間分煙

を含めない）」から、「敷地内全面禁煙実施率（学校教育法に定める学校）」に項目を変更し、喫煙
対策を推進している。

100.0%

計

82.0%

幼稚園

83.4% 89.5%

高等学校

88.8%

大学

10.0%

中学校

※学校教育法第一条に定める学校施設１，２４２施設から回答を得た。

盲聾養護学校

93.8%

小学校

77.8%
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